
○笠間市介護ロボット導入促進事業補助金交付要綱 

平成２８年９月１６日 

告示第６３６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は，介護サービス事業者が介護ロボットを導入する際の経費

の一部を補助することにより，介護ロボットの使用による介護従事者の負担

の軽減を図るとともに，介護ロボットの活用モデルを他の介護サービス事業

者に周知することにより，介護ロボットの普及による働きやすい職場環境の

整備により，介護従事者の確保に資することを目的として交付する介護ロボ

ット導入促進事業補助金（以下「補助金」という。）に関して，笠間市補助

金等交付規則（平成１８年笠間市規則第３２号。以下「規則」という。）及

び平成２８年度（平成２７年度からの繰越分）地域介護・福祉空間整備等施

設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金交付要綱（平成２８年

６月８日厚生労働省発老０６０８第１号厚生労働事務次官通知。以下「国交

付要綱」という。），地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介

護・福祉空間整備推進交付金実施要綱（平成２８年３月９日老発０３０９第

６号による改正後の平成１８年５月２９日老発第０５２９００１号厚生労働

省老健局長通知。以下「国実施要綱」という。）に定めるもののほか，必要

な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 介護サービス事業 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）第８条第１項に規定する居宅サービス（福祉用具貸与及び特定

福祉用具販売を除く。），同条第１４項に規定する地域密着型サービス，

同条第２６項に規定する施設サービス，介護サービスの基盤強化のための

介護保険法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第７２号）第４条の

規定による改正後の健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律

第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定により，なおその効力を有す

るものとされた法第８条第２６項に規定する介護療養型医療施設，法第８



条の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防福祉用具貸与及び特

定介護予防福祉用具販売を除く。），法第４２条第１項第２号に規定する

基準該当居宅サービス，同項第３号に規定する離島等における相当サービ

ス，法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービス及び同

項第３号に規定する離島等における相当サービスを行う事業 

（２） 介護サービス事業者 介護サービス事業を行う事業者 

（３） 介護従事者 介護サービス事業に従事し，要介護者に対する介護を

行う者 

（４） 介護ロボット 次のいずれにも該当するもの 

ア 日常生活支援における，移乗介護，移動支援，排泄支援，見守り及び

入浴支援のいずれかの場面において使用され，介護従事者の負担軽減効

果のあるものであること。 

イ 次のいずれかに該当するものであること。 

（ア） ロボット技術（センサー等により外界や自己の状況を認識し，

これによって得られた情報を解析し，その結果に応じた動作を行うこ

とをいう。）を活用して，従来の機器ではできなかった優位性を発揮

するもの 

（イ） 経済産業省が行うロボット介護機器開発・導入促進事業におい

て採択されたもの 

ウ 販売価格が公表されており，一般に購入できる状態にあること。 

（補助事業の範囲及び事業主体） 

第３条 補助金の対象となる事業は，市内に事業所又は事務所を設置する介護

サービス事業者が，第５条の規定により提出する介護ロボット導入計画に基

づき，介護従事者の負担の軽減や業務の効率化のために介護ロボットを導入

する事業（以下「補助事業」という。）とする。 

２ 補助の対象となる事業主体は，補助事業を実施する介護サービス事業者の

うち市長が適当と認めるものとする。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，前条

第２項に規定する事業主体が，第１条に規定する目的の達成のために行う介



護ロボットの導入に係る次の各号に掲げる経費であって，１機器あたり２０

万円以上のものとする。この場合において，複数の分割可能な部分で構成さ

れる介護ロボットについては，当該介護ロボットとしての最低限の機能を有

するまとまりをもって１機器とする。 

（１） 介護ロボット購入費（賃貸借による導入の場合にあっては，第７条

の規定による補助金の交付決定が行われた年度内に履行された賃貸借に係

る費用に限る。） 

（２） 初期設定費用 

２ 補助金の交付額は，次項に定める限度額と補助対象経費の実支出額とを比

較して，少ない方の額の合計額を交付額とする。この場合において，１，０

００円未満の端数が生じた場合は，これを切り捨てるものとする。 

３ 補助金の額は，１法人１事業所につき予算の範囲内でその都度市長が定め

る額を限度とする。この場合において，介護サービス事業者が１事業所にお

いて居宅サービスと介護予防サービスの指定を両方受けている場合は，１事

業所として扱うものとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする介護サービス事業者（以下「申請者」

という。）は，笠間市介護ロボット導入促進事業補助金交付申請書（様式第

１号）及び介護ロボット導入計画（様式第２号）を市長に提出するものとす

る。この場合において，導入する介護ロボットの選定に当たっては，次の各

号の事項を検討し，介護ロボット導入計画に付記するものとする。 

（１） 導入する介護ロボットは，電気用品安全法（昭和３６年法律第２３

４号）における（PSE）認証，Sマーク，電磁両立性（EMC）試験等製品レベ

ルでの安全性の検証がなされており，利用上の安全性が十分に確保されて

いること。 

（２） 介護ロボットの導入時には介護従事者の負担が軽減される等機器の

有効性，効果的な利用方法，注意事項等について，製造業者又は販売代理

店による研修会の開催など十分な支援体制が採られていること。 

（３） 介護ロボットの導入に際しては，介護サービスの利用者等に対して

介護ロボットを活用したサービスを提供することについて十分な説明を行



い，同意を得た上で実施すること。 

（交付の条件） 

第６条 規則第８条第２項の規定により付する条件は，次の各号に掲げるとお

りとする。 

（１） 申請時に提出した介護ロボット導入計画に従って補助事業を実施す

ること。 

（２） 補助事業の内容を変更（市長の認める軽微な変更を除く。）する場

合には，あらかじめ市長の承認を受けること。 

（３） 補助事業を中止し，又は廃止する場合には，あらかじめ市長の承認

を受けること。 

（４） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困

難となった場合には，速やかに市長に報告し，その指示を受けること。 

（５） 補助事業により取得し，又は効用の増加した単価３０万円以上の機

械，器具及びその他の財産については，補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和３０年９月２６日政令第２５５号。以下「適

化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣

が定めた期間を経過するまで，市長の承認を受けないでこの補助金の交付

の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供し，取壊し，

又は破棄してはならないこと。 

（６） 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は，その収入の全部又は一部を市に納付するものとする。 

（７） 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助

事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，

その効率的な運用を図らなければならない。 

（８） 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入

及び支出について証拠書類を整理し当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の

確定の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は，その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間保管すること。ただし，補助事業に

より取得し，又は効用の増加した単価３０万円以上の財産がある場合は，

前記の期間を経過後，当該財産の財産処分が完了する日又は適化法施行令



第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が定めた期間を経過する

日のいずれか遅い日まで保管すること。 

（９） 補助事業を行うために締結する契約については，可能な限り複数の

販売代理店から見積書を徴取して比較し，契約相手方を合理的に選定する

こと。 

（１０） 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から，

寄付金等の資金提供を受けてはならないこと。 

（交付決定通知） 

第７条 規則第６条第１項の規定による補助金の交付決定の通知は，笠間市介

護ロボット導入促進事業補助金交付決定通知書（様式第３号。以下「決定通

知書」という。）により行うものとする。 

（事業の変更等） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）

は，規則第７条第１項に定める補助事業の変更の承認申請を行うときは，介

護ロボット導入計画変更承認申請書（様式第４号）を用いなければならない。 

２ 補助事業者は，規則第７条第１項に定める補助事業の中止又は廃止の承認

の申請を行うときは，介護ロボット導入中止・廃止承認申請書（様式第５号）

を用いなければならない。 

３ 市長は，第１項及び前項の規定による申請を承認することを決定したとき

は，介護ロボット導入計画変更・中止・廃止承認書（様式第６号）により通

知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は，補助事業が完了したときから起算して１月を経過した

日又は当該年度の３月末日のいずれか早い日までに，規則第１５条の規定に

よる市長への報告を，笠間市介護ロボット導入促進事業実績報告書（様式第

７号）により行うものとする。 

（交付確定通知） 

第１０条 規則第１６条の規定による補助金の額の確定の通知は，笠間市介護

ロボット導入促進事業補助金交付確定通知書（様式第８号）により行うもの

とする。 



（交付請求） 

第１１条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は，補助金の交付を受け

ようとするときは，笠間市介護ロボット導入促進事業補助金交付請求書（様

式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は，補助事業者がこの告示の規定に違反した場合は，補助金の

交付決定の全部若しくは一部を取り消し，又は既に交付した補助金の全部若

しくは一部を市に返還させるものとする。 

（使用状況報告） 

第１３条 介護ロボットを導入した補助事業者は，原則として導入後３年間，

介護サービス事業所における介護ロボットの毎年度の使用状況について，笠

間市介護ロボット導入促進事業介護ロボット使用状況報告書（様式第１０号）

により，報告対象の年度の翌年度の４月末日までに市長に報告をするものと

する。 

（仕入控除税額の報告等） 

第１４条 補助事業者は，補助事業の完了後に消費税及び地方消費税（以下「消

費税等」という。）の申告により，この補助金に係る仕入控除税額が確定し

たときは，笠間市介護ロボット導入促進事業補助金に係る消費税等仕入控除

税額報告書（様式第１１号）により，速やかに市長に報告しなければならな

い。 

２ 市長は，前項に規定する報告があった場合は，当該補助事業者に対し，当

該消費税等に係る仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させることができ

る。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この告示は，平成２８年９月１６日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条第１項関係） 

様式第５号（第８条第２項関係） 

様式第６号（第８条第３項関係） 

様式第７号（第９条関係） 

様式第８号（第１０条関係） 

様式第９号（第１１条関係） 

様式第１０号（第１３条関係） 

様式第１１号（第１４条関係） 

 


